
酪農対策
１．国産チーズの競争力強化

２．脱脂粉乳・バターの在庫対策

 乳業者団体等が国産需要の拡大を図るため、新たな業務用需要に対して国産の脱脂粉乳やバターを
活用する取組を支援★

３．酪農ヘルパー対策

 酪農ヘルパーを目指す学生の修学支援
（月額12万円以内（国6万円以内）、最大２年間、３年間のヘルパー勤務で返還を免除）
 利用料金を改正し、酪農ヘルパーの給与額を引き上げ、最低３年間その水準を維持する利用組合に
対し奨励金を交付（利用料金の引き上げ幅に応じて、最大3万円/月×12か月）

 新人ヘルパー要員の研修手当（補助率1/2 上限37,500円/月）等については引き続き支援

その他の主な継続支援

畜産・酪農経営安定対策
１．加工原料乳生産者補給金、

加工原料乳生産者経営安定対策
２．肉用子牛生産者補給金

【所要額：662億円】
３．牛マルキン

【所要額：977億円】
４．豚マルキン

【所要額：168億円】
５．鶏卵生産者経営安定対策事業（基金）

【当初：52億円】

３．経営継承対策

５．家畜排せつ物対策

２．省力化、ICT

【alic: 10億円】

 地域での家族経営資源の継承
･ 後継者不在の家族経営が地域の担い手に５年以内に経営資源を継承する見込がある
場合、畜舎・堆肥舎、パーラー等の整備を支援（補助率1/2、規模拡大は不要）

【補正: 462億円の内数】

 畜産環境対策総合支援事業 【補正： 18億円】
・畜産農家が耕種農家や肥料メ―カーと協力し、高品質な堆肥の広域流通（輸出を含む）
に取り組む場合、堆肥舎やペレット製造機等の整備を支援（補助率1/2）

 畜産クラスター事業 【補正:462億円のうち環境優先枠20億円】
 農山漁村地域整備交付金のうち畜産環境総合整備事業（公共事業） 【当初：807億円の内数】
・都道府県や農業公社が、農家が共同利用する堆肥舎（市町村、農協所有を含む）の整備を支援
（補助率1/2等）※事業参加者数・受益面積等を要件緩和：10人→３人、30ha以上→10ha以上（R2年度から）

 堆肥舎等長寿命化推進事業 【alic： 2億円】
・農協等が農家の堆肥舎の補修用の資材（上限事業費10千円／㎡）、簡易堆肥舎の新設用資材（上限事業費

25千円／㎡）を共同購入する場合、資材費を支援（補助率1/2）
 畜産バイオマス地産地消緊急対策 【補正： 10億円】
・エネルギーの地産地消に資するバイオガスプラントの導入等を支援（補助率1/2）

 労働負担軽減・省力化に資するロボット等の先端技術の導入等を支援（補助率1/2）
【当初：13億円】

 酪農家によるチーズ向け生乳の高品質化に向けた取組に対する奨励金（11円/kg）に加え、
次の取組を行った場合に、上乗せ交付

１．畜産生産力・生産体制強化対策事業

 国産飼料の増産と利用拡大、家畜・鶏の改良、肉用牛一貫生産の体制整備を支援
【当初：9億円の内数】

【所要額：375億円】

生産局畜産関係Ｒ３予算及びＲ２第３次補正予算等の概要

○上乗せになる取組：①特色あるチーズ生産のための取組（＋2円/生乳1㎏）
②輸出に関する取組（＋1円/生乳1㎏）

○国産チーズを増産させた場合：＋20円/生乳1㎏

【主な継続支援】
 増頭奨励金の交付
（27.5万円/頭（都府県の成牛120頭以下の経営を対象。初妊牛を市場から導入した場合に限る。））
 後継者の初妊牛導入支援（5万円/頭×10頭まで 増頭要件なし）

都府県における自家育成農家の増頭（5万円/頭（成牛120頭以下の経営を対象。）（新規）
簡易牛舎（上限単価2.5万円/㎡）の整備
牛舎内の飼養環境の改善、供用期間の延長等を支援（補助率1/2）

 省力化に資するロボット等の導入を支援する楽酪ＧＯ事業（補助率1/2）
 性判別精液の活用による効率的な後継牛生産の支援（補助率1/2）
 規模要件を緩和した畜産クラスター事業（規模要件の内容は肉用牛と同様）

国産畜産物等の販売促進対策
 新型コロナの影響で販路を失った生産者、加工業者等の販売促進・販路の多様化等の取組を支援★

《新規・拡充事項》
【補正:60億円の内数】

【補正:17億円】

【補正:250億円】

【alic：55 億円】

【alic：55 億円】

【補正:133億円の内数】

【補正:11 億円】

肉用牛対策

３．家畜・食肉の流通体制の強化

４．和牛の信頼確保

 畜産農家・食肉処理施設・輸出事業者によるコンソーシアムの設立、商談・ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、
輸出先国の求めに応えるための取組（頭絡装着の普及、血斑発生低減）を支援

 畜産クラスター事業の輸出拡大優先枠を拡充
（コンソーシアムと連携し、生産を拡大する取組を優先採択。10億円→20億円）

 家畜市場での密集状態の防止に資する機器等の導入（家畜の脱走防止設備、自動誘導レール等）を支援
 食肉処理施設での薄切り肉等の精肉加工に必要な施設・設備等の整備を支援 等

１．輸出の拡大

 和牛の血統情報の信頼性を確保するための遺伝子型の検査（親子判定）を支援 【当初:9億円の内数】

【主な継続支援】
 増頭奨励金の交付（24.6万円/頭（50頭未満規模）・17.5万円/頭（50頭以上規模））
 優良繁殖雌牛の導入支援（4万円・5万円、増頭要件なし）
 規模要件を緩和した畜産クラスター事業

都府県：「地域平均」又は「概ね全国（北海道除く）平均」のいずれか低い方
北海道：「地域平均」又は「北海道平均」のいずれか低い方

 畜産農家・食肉処理施設・食肉流通業者の連携の下行う食肉処理施設の
再編整備を支援

 和牛肉保管在庫支援緊急対策事業★
（販売促進計画に基づき販売した場合に冷凍保管経費の支援や販売奨励金の交付）

 肥育牛経営改善等緊急対策★（出荷頭数に応じた奨励金（2万円/頭）を交付）
 優良肉用子牛生産推進緊急対策★

２．簡易畜舎整備の対象拡大

 簡易牛舎整備（上限単価2.5万円/㎡）において、育成牛の飼養スペース（3㎡/頭）も対象に追加、
牛舎面積の上限を拡大（13→15㎡/頭）

《新規・拡充事項》

【alic:36億円の内数】

【当初:25億円の内数】

【補正:462億円の内20億円】

【補正:133億円の内数】
【alic:36億円の内数】

【補正:462億円】

【当初:25億円の内数】

【alic:500億円（R2~R4)】

【補正:462億円】

【補正:22億円】

【alic：46億円の内数】

４．災害対策

 非常用電源の整備等を支援
【alic：46億円】

【補正:176億円の内数】

★：新型コロナ対策

【alic:5億円】



品目別対策 横断的対策

３．茶・薬用作物等支援対策

４．花き支援対策

１．施設や機械等の整備

２．農業支援サービス等

【補正：342億円の内数】

【所要額：156億円】

生産局農産関係Ｒ３予算及びＲ２第３次補正予算等の概要

１．野菜・施設園芸対策

２．果樹支援対策

【当初：11億円】

【補正：15億円の内数】【当初：14億円】

【当初：７億円】

 コロナ感染症拡大の影響を受けた花き・茶・野菜・果樹等の高収益作物の生産者に対
し、次期作に向けた種苗の購入や機械レンタル等を各生産者の減収額を超えない範囲
で支援。また、運用見直しにより、交付金が減額となる生産者を対象に、既に実施し
た機械等の投資に対し、減額分を上限として支援

 農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防止や生物多様性保全
等に効果の高い営農活動を行う農業者団体等に交付金を交付

 国際水準の有機農業の取組を推進するため、有機農業指導員の育成、有機農業に新た
に取り組む者の有機JAS講習受講を支援

 優良品目・品種や省力樹形への改植・新植と、それに伴う未収益期間における幼木
の管理に要する経費を支援

 地域特産物について、地域の実情に応じた生産体制の強化・需要の創出等、生産か
ら消費までの取組を総合的に支援

 新植・改植、有機栽培への転換とともに、国内外の多様化するニーズに対応するた
め、生産・流通・消費の関係者が連携し、専門家等を活用したモデル的な産地の取
組に加え、新たに輸出に向けた茶の栽培体系転換を支援【拡充】

 持続可能な農業構造の実現等を図る観点から、団体認証の取得推進、農業教育機関や輸
出に取り組む農業者等への支援など、国際水準GAPの取組の拡大に向けた取組を支援

【当初：１億円】
 ドローン等による作業受託や農機シェア、センシング・データ分析等の新たなサービス

を提供する農業支援サービス事業の立ち上げ等に必要な経費を支援【新規】

 産地が抱える課題解決のため、新技術を組み入れた新たな営農技術体系構築の戦略づく
り、データ駆動型農業の実践体制づくり等を支援

 地域で設定する花きの「戦略品目」の生産・流通・消費の課題解決に向けた取組を
支援

 水田に、新たに園芸作物を導入する産地における合意形成や、園芸作物の本格的な
生産を始める産地における機械・施設のリース導入の取組を支援

【補正：15億円の内数】

【補正：16億円の内数、当初：17億円の内数】

【補正：1,343億円】

【補正：3億円】

５．輸出の推進

 青果物の輸出拡大の加速化に向け、早急に輸出産地の形成を図るため、輸出先国・
地域における規制やニーズに対応した青果物の安定的な生産・出荷体系の構築に向
けた取組を支援

【当初：162億円の内数】

６．高収益作物次期作支援交付金

３．有機農業

５．ＧＡＰの推進

４．環境保全対策

 野菜生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低落時における生産
者補給金を交付

 自然災害時のハウスの損壊等に備えるため、事業継続計画を策定した産地における
災害時の事業継続に必要な体制整備や、計画に基づくハウスの補強等の対策の実施
を支援

 需要に応えきれていない品目や作型（端境期）の出荷に必要な新たな生産・流通体
系の構築や作柄安定技術、新たな作型の導入等を支援（にんにく、しょうが、アス
パラガス、さといも、えんどうを追加）【拡充】

 省力樹形の導入に必要となる省力樹形用苗木の安定生産に向けたモデル的な取組を
新たに支援するとともに、国産花粉の安定生産に向けた支援を強化【拡充】

 水田の樹園地への転換や既存産地の改良を通じた、一定規模以上での省力樹形・機
械作業体系の導入に必要な、早期成園化までの経営の継続・発展に係る取組、機
械・施設のリース導入等を総合的に支援

 需要構造の変化に対応して国産花きの消費拡大を図るため、家庭や職場での利用拡
大・定着に向けた新たな装飾スタイルの提案・普及、栽培管理・商品履歴のデジタ
ル化等の取組を支援【拡充】

 輸出先国・地域において、日本と同等の残留農薬基準値（インポートトレランス）を
設定するための申請に必要な作物残留試験等を支援

 強い農業・担い手づくり総合支援交付金により、産地の収益力強化に必要な産地基
幹施設等の導入を支援（輸入農畜産物の国産への切替えを重点支援）【拡充】

 産地生産基盤パワーアップ事業により、農業者等が⾏う⾼性能な機械・施設の導⼊
や栽培体系の転換等を支援

 農畜産物輸出拡大施設整備事業により、国産農畜産物の輸出の拡⼤に必要な産地基
幹施設等の整備を⽀援

 農業支援サービスの新規事業立ち上げに必要な農業用機械等のリース導入・取得等を強
い農業・担い手づくり総合支援交付金で支援【拡充】
また、農業支援サービス事業体が産地と一体となって収益力強化に計画的に取り組む場
合は、産地生産基盤パワーアップ事業で支援（農業支援サービス事業の活用拡大に係る
成果目標を新設）

 作業の効率化や経営の高度化に資するスマート農業用機械等のリース導入・取得等を支援

【補正：342億円の内数】

 輸出に取り組む農業者等による有機JAS認証の取得等を支援
 有機農業者グループによる技術研修・販路確保等の取組等を支援

【同上】

【当初：２億円】

【補正：342億円】

【当初：51億円】

【同上】

【当初：25億円】

【同上】

【同上】

【同上】

【当初：162億円】

【補正：80億円】

【当初：２億円】

【同上】

【補正：15億円の内数、当初：３億円】

国産農産物等の販売促進対策
 新型コロナの影響で販路を失った生産者、加工業者等の販売促進・販路の多様化等の
取組を支援 【補正：250億円】



水田農業の生産振興対策

２．需要の創出・拡大のための機械・施設の整備支援

経営所得安定対策

水田関係Ｒ３予算及びＲ２第３次補正予算等の概要

１．実需者ニーズに応えるための低コスト生産等の取組支援

国産農産物等の販売促進対策

赤字：新規・拡充事項

【当初：3,050億円】

 新型コロナの影響で販路を失った生産者、加工業者等の販売促進・販路の
多様化等の取組を支援

畑作物の直接支払交付金
（ゲタ対策）

米・畑作物の収入減少影響緩和交付金
（ナラシ対策）【所要額：1,986億円】 【補正:250億円】

＜水田活用の直接支払交付金＞

２．産地交付金

３．水田農業高収益化推進助成

１．戦略作物助成

 水田を活用して、麦、大豆、飼料用米等を生産する農業者を支援。

 各都道府県に資金枠を配分し、地域の裁量で「水田収益力強化ビジョン」において対象
作物や単価等を設定。下表の取組等に応じて配分額を加算。

 「水田農業高収益化推進計画」に基づく、水田での高収益作物への転換等を支援。

 都道府県が転換作物を生産する農業者を独自に支援する場合に、当該支援の対象農業者に
対して、前年度からの拡大面積に応じて、都道府県の支援単価と同額（上限：５千円/10a）
で国が追加的に支援。

支援内容 交付単価

高収益作物の新たな導入 2.0万円/10a（3.0万円※６/10a）×５年間

高収益作物による畑地化※７ 17.5万円/10a

子実用とうもろこしの作付 1.0万円/10a

※７ Ｒ５年度までの時限措置とし、その他の転換作物に係る
畑地化も同様の単価で支援

※６ 加工・業務用野菜等の場合

加算内容 配分単価

飼料用米、米粉用米の複数年契約※３ 1.2万円/10a

そば、なたねの作付 2.0万円/10a

新市場開拓用米の作付 2.0万円/10a

加算内容 配分単価

転換作物拡大加算※４ 1.5万円/10a

高収益作物等※５拡大加算※４ 3.5万円/10a

※４ 地域農業再生協議会単位で算定
※５ 高収益作物（野菜、果樹等）、加工用米、

新市場開拓用米、飼料用とうもろこし※３ ３年以上の契約

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物※１ 3.5万円/10a

ＷＣＳ用稲 8.0万円/10a

加工用米 2.0万円/10a

飼料用米、米粉用米 収量に応じ、5.5万円～10.5万円/10a※２

※１ 飼料用とうもろこしを含む

 産地と実需者が連携して輸出や加工等に取り組むプランに位置付けられた
農業者が、実需者ニーズに応じた価格・品質等に対応するために必要となる
低コスト生産等に取り組む場合に、取組面積に応じて支援

○ 交付単価：４万円/10a
○ 対象品目：令和３年産（基幹作）の新市場開拓用米、加工用米、

高収益作物（野菜等）、麦・大豆
※ 申請内容を踏まえて審査の上、予算の範囲内で支援対象が決定される補助事業
※ 本事業で支援を受けた水田の面積については、Ｒ３年度の水田活用の直接支払交付金の戦略作物助成

（加工用米、麦・大豆）及び産地交付金の取組に応じた追加配分（新市場開拓用米）の対象面積から除外
※ 農業者等が実需者と販売契約を締結する又はその計画を有していることが必要
※ 本事業は農業経営基盤強化準備金制度の対象外

 プランに位置付けられた実需者が、輸出等の需要に応じた加工品の生産体制
の強化や国産原材料への切替えのために必要となる機械・施設の整備を支援

○ 補助率：１／２以内

１．水田麦・大豆産地生産性向上事業

 水田麦・大豆産地が、団地化・生産性の向上に向け、「麦・大豆産地生産性
向上計画」を作成して行う以下の取組を支援。

・団地化の推進 地域の話合い、ほ場の簡易な改修・点検等の経費を支援
（面積に応じた上限額の範囲で実費を定額支援）

・営農技術等の導入 生産性向上や需要に応じた生産に向けた栽培技術の導入、
品種転換等を支援（定額：技術に応じて1.5万円/10a以内）

・機械・施設の導入 生産性向上に必要な機械・施設の導入を支援（1/2以内）

２．需要に応える安定供給体制の整備

（１）麦・大豆保管施設整備事業
国産麦・大豆の安定供給に向けた保管施設の整備を支援（1/2以内）

（２）麦類供給円滑化推進事業
国産麦の供給円滑化に向け産地・実需の一時保管経費等を支援（定額、1/2以内）

（３）麦類利用拡大推進事業
国産麦の商品開発、マッチング等を支援（定額、1/2以内）

【所要額：655億円】

【補正：290億円】＜新市場開拓に向けた水田リノベーション事業＞

＜麦・大豆収益性・生産性向上プロジェクト＞
【当初： 1億円 】
【補正：60億円】

４．都道府県連携型助成

※２ 標準単収以上の収量が確実だっ

た者には、自然災害等の場合で

も、特例措置として、標準単価

（８万円/10a）で支援
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